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決議 No. 105/NQ-CP

2021年9月14日

2021年9月9日、政府は、ベトナム経済を早期に正常化させ「ニュー・ノーマル」を促進する為の積極的な施策の一環として、
政府の関連当局に対してCovid-19下にある企業/世帯事業主を支援するための決議第105/NQ-CP（以下、「Res.105」）を発行し
ました。 Res.105は署名の日から直ちに有効となります。

Res.105の注目すべき点の一つに、政府が労働傷病兵社会省 (MOLISA) 及び外務省(MOFA) に対し、外国人がベトナムで勤務する
際の制限を緩和するよう指示したことがあります。

本アラートでは、以下の内容をご説明させて頂きます。

概要

01. 労働許可証（Work Permit）の発行

02. 入国手続

03. ワクチンパスポート

ベトナムで勤務する
外国人に対する特定
要件の緩和に関する
アラート



注目すべき事項
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01. 労働許可証（WP）の発行

要件
政令 No. 152/2020/ND-CP及び現

在の実習
決議No. 105/NQ-CP

専門家・技術者の経験要件
外国人は教育・訓練を受けた専
門分野における3年以上の勤務経
験が必要です。

外国人は、ベトナムでの職務に適した分野での、3年以上の勤務経験
が必要です。

（教育・訓練を受けた分野での勤務経験という要件は、削除されま
した）

専門家・技術者であることを
証明する書類

• 卒業証書（学位記）、及び

• 勤務経験年数を証明する外国
企業からの証明書

必要書類について柔軟な対応がなされました。具体的には、以下の
書類を代わりに使用する事ができます。

• 証明書（決議105では証明書の書類は明記されていませんが、当社

の経験上、卒業証明書や技術資格証明書が認められると解釈して
います。）

• 過去に発行された労働許可証を、勤務経験を証明する目的で提出
することができます。

ベトナムの他の省に異動する
（派遣・出向される）外国人

政令152では、この点について明

確に言及していません。実務上
は、一部の地方労働局が、外国
人駐在員が勤務地の変更をWPに

反映させる為に、再発行を要求
するケースがあります。

この場合(i)現在のWPがまだ有効であり、(ii)出向期間が6ヶ月以内であ
れば、WPの再発行は必要ない旨、明確に言及しています。

雇用主は、その外国人駐在員が勤務する地域の労働局にこの変更を
通知する必要があります。

パスポート
パスポートの公証されたコピー
が必要です。

パスポートのコピーで足り、公証については不要となりました。

決議 No. 105/NQ-CP

2021年9月14日

ベトナムで勤務する
外国人に対する特定
要件の緩和に関する
アラート

外国人労働者の管理に関する政令No.152/2020/ND-CP（以下、政令No.152）と比較して、決議No.105では労働許可証の付与
および延長の条件が以下のように緩和されています。



注目すべき事項 (続き) 
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01. 労働許可証（WP）の発行 (続き)
今後、MOLISA（ベトナム労働・傷病兵・社会省）から更なる
ガイダンスが提供されることが予定されています。

デロイトベトナムは、上述の規制や条件の緩和が、経済界に
積極的に受け入れられ、企業が過去に直面したWPやビザの申

請の遅れ、さらにはビジネスへの影響などの多くの困難を取
り除くことを期待しております。

02. 入国手続き
Res.105によると、管轄当局には外国人労働者がベトナ

ムに入国するのを促進するよう入国手続を検討するこ
とが求められています。近い将来、更に詳細なガイダ
ンスが発行される予定です。

03. ワクチンパスポート

外務省は、準備が整った段階で「経済の再開」に対応
するため、「ワクチン・パスポート」の承認に向けた
外国・地域との協議・交渉に注力することが求められ
ます。提案された計画は2021年9月以内に首相に報告
される必要があるとしています。

弊社の見解では、上記の措置は、特に現在多くの企業

が懸念している「外国人労働者の管理」という分野に
おいて、経済の出来るだけ早期に正常化に向けた準備
を進めるというベトナム政府の強いメッセージである
と考えております。

決議 No. 105/NQ-CP

2021年9月14日

ベトナムで勤務する
外国人に対する特定
要件の緩和に関する
アラート
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